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研究成果の概要（和文）：この研究を通じ、法曹、会計人、さらには管理職の公務員などの高度

専門職業人養成を目的とする大学院教育の質を保証するための我が国の評価の仕組みの現状把

握を行った。その上で、そうした質保証の仕組みが未だ十全には機能していない公共政策系大

学院分野の質保証システムの充実策の探究を目指し、同分野の欧米の質保証システムの調査と

考察を行った。 
 
研究成果の概要（英文）：This research showed substantial evaluation system to assure the 
quality of graduate educational program for professional talent, such as Lawer, certified 
accountant and executive public servant. On the basis of the above meaning, we searched 
the quality assurance system about Public Affairs graduate program under Western 
countries, aiming at an inquiry for the completion of that system under the inexperienced 
stage. 
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１．研究開始当初の背景 

学校教育法に依拠する認証評価制度におい

て、専門職大学院認証評価については5年周期

でその受審が義務づけられている。しかしな

がら、法科大学院でその稼動がなされ、会計

系や経営系の専門職大学院で稼動に向けた動

きがなされているほかは、本研究課題の申請

時、それ以外の領域の専門職大学院を対象と

する認証評価システムそのものが存在しない

状況にあった。とりわけ、相当数の専門職大
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学院を有する公共政策系大学院については、

早急に、専門職大学院認証評価システムの構

築が求められていた。 

また、公共政策系大学院の大きな特徴とし

て、非専門職大学院として設置されているも

のも相当数存在する。そこでは、人材育成目

的において専門職大学院と共通であるものも

少なくなく、専門職大学院と等価的な水準の

専門分野別大学院評価の仕掛けを設けること

も必須課題となっていた。 

このように、公共政策専門職大学院の認証

評価システムが不在であったことと相俟って、

同分野の大学院教育に固有の質保証装置の確

立が、本研究課題の申請時における重要な政

策課題であった。 

 
２．研究の目的 

上記のような背景の下、本研究課題にあっ

ては、以下の目的に沿って、調査研究を進め

た。 

(1)法科大学院認証評価機関及び会計・経営系

専門職大学院認証評価機関の評価活動の比

較検討を行いその有効性の検証をした上で、

公共政策系大学院の質保証システム構築を

展望した基礎調査を行い、高度公共人材養

成に貢献できる質保証の在り方を見定める

ことを目指した。 

(2)社会科学分野の大学院に対する質保証の

仕組みやその在り方を認証評価、専門分野

別大学院評価の双方の側面から検証する

中で、高度専門人材育成を教育目標とする

公共政策分野の大学院教育の改善・向上の

方途を模索することを目的とした。 

(3)本研究では、当時、地域公共人材開発プ

ログラムの質保証活動の実施を視野に入

れて京都に設立が予定されていた「地域公

共人材開発機構」の質保証システム構築に

向けた動きも見据えながら、高度地域公共

人材養成教育を対象とした質保証装の在

り方についての考察にも力点を置くこと

とした。 

 
３．研究の方法 
 本課題研究は、３年間に亘り、以下のよう
な方法で実施した。 
 
(1)３年間を通じて行った研究 

①法科大学院の認証評価機関である日弁連

法務研究財団、大学評価・学位授与機構、

大学基準協会が実際に行っている法科大

学院評価活動の比較検討を通じ、各評価機

関の評価における機能的有効性を検証し

た。同様に、会計専門職大学院の認証評価

の実施機関である国際会計教育協会、大学

基準協会、経営系専門職大学院の認証評価

の実施機関である ABEST21、大学基準協会

について、認証評価機関になるための準備

状況、評価基準・評価プロセスの確立状況、

認証評価の実施状況を可能な範囲内で把

握した。 

②「地域公共人材開発機構」の組織体制と質

保証システムの調査を行った。ここでは併

せ、地域公共人材育成に係る教育プログラ

ムを独立のユニットとして評価する可能

性を探ると共に、公共政策分野における専

門職大学院認証評価、専門分野別大学院評

価の双方に適用できる評価システムの確

立可能性についても検討を行った。 

③公共政策分野の質保証システムが確立さ

れている米国の実状を、文献調査、実地調

査の双方から調査し必要な分析を加えた。

具体的には、米国において公共政策大学院

のアクレディテーションを掌る「全米公共

政策大学院協会（NASPAA）」の質保証シス

テムの調査研究を、文献調査、訪問調査の

双方で実施した。その調査に当り、学習ア

ウトカムの測定・評価を重視する方向で改

訂された新アクレディテーション基準の

意義とその運用方針の理解に意を注いだ。 



 

 

(2)平成 20 年度、21 年度の２年間に、主とし

て行った研究 

①NASPAA によるアクレディテーションの受

審を終了したばかりの公共政策大学院や

新基準の下での受審を控えている公共政

策大学院について４校を対象に現地調査

を行った。 

②上記現地調査の結果を基に、NASPAA のアク

レディテーション・システムの変更が、各

公共政策大学院にもたらす影響調査を行

いその分析をした。 

(3)平成 22 年度に、主として行った研究 

①社会科学系の我が国専門職大学院の質保

証システムの組織・活動について、これま

での検討を踏まえ改めて再検証した。また、

NASPAA によるアウトカム重視の新たなア

クレディテーション・システムの有為性の

検証も行った。 

②上記検討の結果を踏まえ、欧州における公

共政策大学院の質保証に係る新たな動向

調査を行った。その一環として、欧州圏の

公共政策大学院のアクレディテーション

実施の任を担っている「欧州公共行政アク

レディテーション委員会(EAPAA)」の現地

調査を行った。さらに、公共政策系教育・

研修機関の国際的な会員組織である「行政

大学院・行政研修所に係る世界組(IASIA)」

に対し、綿密な書面調査と、所要の聴取り

調査をした。 

③上記の一連の調査研究の結果を踏まえ、そ

の総括をした後に、その成果を総頁数 111

頁の報告書に結実させた。 

 
４．研究成果 
 本課題研究では、以下のような具体的な成
果が得られた。 
 
(1)法科大学院認証評価 

①法科大学院認証評価は、日弁連法務研究財

団、大学基準協会、大学評価・学位授与機

構によって運用をされている。その認証評

価が、各法科大学院において、その教育目

的・目標を再認識し、教育活動の現状を自

覚的に検証する契機として活用できるも

のであることが確認できた。 

②その一方で、多様な学習歴・背景をもった

学生を受け入れることに伴う学生たちへ

の学習支援に対し、認証評価機関が厳しい

目を向けることや、カリキュラムの評価基

準が曖昧で、そのことが法科大学院と認証

評価機関との間で認識の齟齬を生じさせ

ることへの問題点も明らかとなった。 

③司法試験制度が存在する中、認証評価機関

が「理想型」と捉える法科大学院基準への

適合を各法科大学院に強く求めることに

対し、理想論との現実との間の乖離の調整

が、その質保証システムの在り方を考える

上での重要な鍵となることが分かった。 

(2)会計・経営学系認証評価 

①会計大学院に特化した認証評価機関とし

て国際会計教育協会・会計大学院評価機構

（AOPAS）が、また経営系大学院に特化し

た認証評価機関として、ABEST21 が存する。

また、会計、経営系大学院の双方の認証評

価を掌るのが、大学基準協会である。 

②AOPAS、ABEST21 は、は、固有の原理や特質

に支えられ、会計、経営という専門分野の

視点に立ちつつ、国際的な水準に比肩でき

る教育の質保証を試みている。 

③大学基準協会による認証評価は、大学機関

別認証評価機関ならではの目的・目標に即

した評価を重視する点に特色がある。その

一方で、会計、経営という依拠する分野が

異なる専門職大学院を「経営系専門職大学

院基準」という一本の評価基準で評価して

いる点に留意が必要である。 

(3)公共政策系大学院の質保証 

①地域公共人材開発機構は、「地域公共政策



 

 

士」の資格に直結する教育プログラムの質

保証の枠組み構築とその評価基準でもあ

る「地域公共人材のための教育・研修プロ

グラムの社会的認証基準」の策定に向け動

きを加速させている。本研究では、同機構

のそうした質保証システムの動向把握も

十全に行った。  

②アメリカにおける公共政策大学院のアク

レディテーション団体である NASPAA は、

アウトカム・ベースでアクレディテーショ

ン基準を改定する方向に舵を切り、2009 年

10 月、従来の基準を全面改定し新たな基準

を制定した。新アクレディテーション基準

を、従来のそれと比較すると、以下のよう

な特徴がある。第一に、従来の基準が、９

領域に亘り詳細な規定を置いていたのを

改め、新基準では、評価対象を７領域に絞

った上で、その全てにつき、各公共政策大

学院の「ミッションの実現」に重点を置い

た規定ぶりがなされている、という点が挙

げられる。第二に、従来の基準が、カリキ

ュラムに盛り込むべき「構成要素」を詳細

に列記するなど、公共政策大学院の教育内

容の画一化にもつながる規定の仕方をし

ていたのを改め、新基準にあっては、「学

習成果の産出」を求めるという視点から、

高度公共政策人材に必要な「コンピテンシ

ー」の種類・内容を明示したこと、とりわ

け「普遍的に必要とされるコンピテンシ

ー」についてはそのコンピテンシーの涵養

につながるコース設定をするよう各公共

政策大学院への義務づけがなされた、とい

う点が挙げられる。第三に、新基準では、

従来の基準にはなかった「公共サービスに

関する価値原理」への理解を教育内容の軸

に据えるとともに、そうした価値原理の涵

養を具体的な学習成果として位置づける

よう各公共政策大学院に対し求めた、とい

う点が挙げられる。 

③NASPAA の新アクレディテーション基準に

ついて、同基準に基づいてアクレディテー

ションを受ける公共政策大学院側の反応

は大きく二分された。具体的には、NASPAA

によるアクレディテーション・システムの

新たな改革は、学習アウトカム重視という

新機軸を提示したもので、関係者の間で一

般に肯定的に受け入れられている一方で、

学習アウトカムの測定方法を如何に設計

するかということに現場では戸惑いもみ

られた。また、伝統校では、卒業実績優先

の立場から、新たな手法でのアクレディテ

ーションにある種の抵抗感も見られた。こ

のように、NASPAA の改革の成就に向けたプ

ロセスにおいて、克服すべき課題は山積し

ている。 

④ヨーロッパでは、2010 年より始動が予定さ

れた「欧州高等教育圏」に呼応し、欧州圏

の公共政策大学院の質保証を一元的に担

おうとする動きが顕在化してきた。オラン

ダのトゥウェントにある EAPAA は、欧州圏

の公共政策大学院のアクレディテーショ

ンに着手した。また、EAPAA は、欧州圏に

とどまらず、上記 NASPAA や下記の IASIA

とも連携して、公共政策教育分野の国際ア

クレディテーションにも一定の影響力を

及ぼそうとしている。 

⑤ヨーロッパには、世界の公共政策教育プロ

グラムの質保証を目標に掲げる IASIA が、

ベルギーのブリュッセルにある。IASIA は、

NASPAA や EAPAA との連携関係を基礎に、

2010 年 5 月に制定の「公共行政の教育研修

に関する卓越性の基準」に依拠し、公共政

策教育プログラムの国際アクレディテー

ションに乗り出そうとしている。2013 年度

実施を目標に、そのための体制・手続の整

備の途上にある。ところで、「卓越性基準」



 

 

は、NASPAA の改定前の旧基準を参考に起案

されたという経緯もあり、総体的に見て、

教育内容と方法並びに教員組織に係る適

切性、妥当性を検証するという視点から定

められ、インプット評価に傾斜した規定ぶ

りである。そうした意味から、IASIA の「卓

越性」基準は、学習アウトカム重視の

NASPAA の新基準と乖離が見られるほか、

「欧州高等教育圏」の教育システムの重要

な一翼を担う EUA（欧州大学連合）の「欧

州高等教育資格枠組み」の基本理念や趣旨

とも距離がある。IASIA の構想する国際ア

クレディテーションの検討課題として、学

習アウトカムを重視する方向で推移する

公共政策教育の質保証の潮流の中で、現行

の「卓越性基準」がどう位置づけられてい

くのか、国際アクレディテーションが、そ

うした学習アウトカム重視の流れとどう

整合させ実施されるのかを注意深く見守

っていく必要がある。 
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